
 

 

2021 日機輸環安第 149 号 

2021 年 12 月 7 日 

各 位 

日本機械輸出組合 

専務理事 赤津光一郎 

 

JMC エキスパートセミナー（環境政策・規制） 

「米国における、成形品への影響を中心とした化学物質規制の動向、 

及び中国の気候変動対策と産業・企業の対応」について 

 

今般、当組合では、米国における、成形品への影響を中心とした化学物質規制の動向、および中国の気

候変動対策と産業・企業の対応について、ウェビナーを開催することといたしました。 

米国のバイデン政権において、米国の有害物質規制が強化される中で、機械・電気電子製品を輸出する

際に大きな影響が出ている案件を中心とした化学物質規制の動向に関する講演を行うと共に、10 月 31

日～11 月 13 日まで開催された COP26 を受けて、中国政府が取り組む気候変動対策と産業・企業の対

応について説明を伺い、日系企業の事業に対する一助としたいと存じます。 

 

◆日 時  2022 年 1 月 28 日（金）14：00～16：30 
 
◆形 式  ZOOM（ウェビナー） 
 
◆参加費  組合員：無料  

一般： 3,000 円（税込） 

当組合加盟企業リスト http://www.jmcti.org/publication/kumiaiin.php3 
 
◆プログラム 

14：00～14：45 

講演：米国における、成形品への影響を中心とした化学物質規制の動向 

講師：EY 新日本有限責任監査法人 気候変動・サステナビリティ・サービス  

シニアマネージャー 高村 比呂典 氏 

14：45～15：00 質疑応答 

15：00～15：15 休憩 

15：15～16：15 

講演：中国の気候変動対策と産業・企業の対応      

講師：日本テピア株式会社 テピア総合研究所  

所長 高木 正勝氏  

16：15～16：30 質疑応答 
 
◆お申込み方法 

ウェビナー参加ご希望の方は、2０２２年 1 月 21 日（金）までに以下のアドレスからお申込み下さい。 

http://www.jmcti.org/jmchomepage/semminar/index.htm#personal 
 
◆キャンセル方法 下記事務局までメール、または、電話にてご連絡ください。 
 
◆参加方法 

ウェビナー開催前日までに、参加用 URL をお送りします。当日、参加用 URL よりログイン頂きご視聴

ください。資料は、開催日までにメールでご連絡いたします。 
 

有料の方は、申込締切日以降に請求書（PDF）をメールさせていただきます（郵送も可）。後払いになり

ますので、セミナー終了後に請求書記載の指定口座へお振込みください。 
 
※ご不明な点等ございましたら、下記事務局までご連絡ください。 

 
お問い合わせ先：日本機械輸出組合 環境・安全グループ 森川、斎藤 

TEL：03-3431-9230 E-Mail：mailto:kankyo@jmcti.or.jp 

 

http://www.jmcti.org/publication/kumiaiin.php3
http://www.jmcti.org/jmchomepage/semminar/index.htm#personal
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【講師紹介】 
 

■高村 比呂典 氏（たかむら ひろのり） 
 
EY 新日本有限責任監査法人 (https://www.eyjapan.jp/） 

CCaSS（気候変動・サステナビリティサービス）シニアマネージャー 

東京都千代田区有楽町１-１-2 東京ミッドタウン日比谷 日比谷三井タワー 

TEL：03-3503-2810 FAX：03-3503-2815 
  
環境安全衛生に関するサービスを提供するチームのリーダーを務める。 

10 年以上の環境安全衛生分野に関する経験を有し、特にプロダクトスチュワードシップ（化学物質管理）

については幅広い業界の事業者に対して法規制の解説などの支援実績を有する。 

IT ストラテジストの資格も有し、化学物質管理システム等の開発を行った経験も持つ。 
 
略歴 

1999 年 3 月 東京大学大学院工学系研究科卒業 

1999 年 4 月～2012 年 7 月 日立製作所、ブリヂストン等において勤務 

2012 年 7 月～2019 年 1 月 環境安全衛生に関するグローバルコンサルティングファームにて勤務 

2019 年 2 月より現職 

 

■高木 正勝 氏（たかぎ まさかつ） 
 
日本テピア株式会社 (http://www.tepia.co.jp/company/about.html) 

テピア総合研究所 所長／中小企業診断士 

東京都港区虎ノ門 4-3-1 城山トラストタワー31F 

TEL 03-6721-5505 FAX 03-6721-5506  
 
学歴 

1986 年 3 月 早稲田大学法学部卒業 

2006 年 6 月    オーストラリア Bond University MBA 修了 
 
職歴 

1986 年 4 月 安田火災海上保険㈱（現：損保ジャパン日本興亜）入社 

2001 年 7 月 台湾駐在 

2006 年 9 月 中国・シンセン駐在 

2007 年 4 月 中国・広州駐在 

2008 年 4 月 中国・大連駐在 

2009 年 6 月 日本テピア㈱ 入社 

     現在に至る。 
 
資格 

1997 年 4 月 中小企業診断士登録 
 
専門分野 

・中国進出企業コンサルティング 

・企業リスクマネジメント 

・中国環境・エネルギー分野の調査 

・中国科学技術、産業技術分野の調査 

 

https://www.eyjapan.jp/
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